
 

ジェンダーイコール社会等の実現に向けた積極的施策展開を求める意見書 

 

女性蔑視や老害発言という老若男女の尊厳を傷つけることは大きな社会問題である。 

更には、新型コロナウイルス感染症の流行によって女性の生き辛さが表面化している。

この問題の背景にはジェンダーギャップの存在が指摘されている。 

過去に政府は「社会のあらゆる分野において2020年までに指導的地位に女性が占める

割合が、少なくとも30％程度になるよう期待する」との目標（202030）を定めたが、め

ぼしい成果を上げられないままに期限を過ぎてしまった。 

ついては、国において策定された第５次男女共同参画基本計画の「202030」の精神に

基づいた具体的な項目の実現に向けて積極的な取組を行うこと。また、ジェンダーイコ

ール社会や、年齢に対する偏見や固定観念とそれに基づく年齢差別や特に高齢者差別、

老人蔑視のない社会構築を図ること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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